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病院等に入院中の重度訪問介護の利用にかかる取り扱いについて 

 

（１）概要 

平成 30 年 4 月から、重度訪問介護を利用する障害支援区分６の者については、入

院又は入所中の病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院及び助産所（以下「病

院等」という。）においても重度訪問介護を利用できる。 

令和 6年 4月から、要件が区分 4 以上の者に緩和された。 

   

（２）支給決定について 

    利用にかかる申請や支給決定は要せず、現在の支給量の範囲内での利用を可能とす

る。なお、現在の支給量を超えての利用を希望される場合には、必要に応じて支給量

の変更を行うが、入院中に必要な支援は、基本的には病院等の職員により行われるも

のであることから、支給量の変更の必要性については慎重に検討することとなる。 

 

（３）対象者 

①と②のいずれにも該当する者で、かつ③の支援の必要性がある者 

① 障害支援区分 4 

② 病院等へ入院又は入所をする前から重度訪問介護を受けていた利用者 

③ 下記（４）の支援の必要性が認められる者 

  

※介護者が不在（単身等）かどうかに関わらない。 

   ※重度障害者入院時コミュニケーション支援事業との関係については、重度訪問介

護の利用を優先するものとする。 

 

（４）支援の内容 

当該利用者との意思疎通を図ることができる重度訪問介護従業者が、当該病院等

と連携し、病院等において重度訪問介護の提供を行う。具体的には、下記ア、イの

支援の必要性がある者等を対象とする。 

 ア 意思疎通の支援の必要性 

国からの制度の詳細が示された場合に

は、随時内容を追加する。 



  （対象者像） 

・知的障害により意思疎通支援の必要な者 

・発語が困難な者 等 

認定調査項目における「コミュニケーション」の該当の有無にかかわら

ず、入院時の状況において、意思疎通支援の必要性を判断する。 

イ 介護方法の伝達の必要性 

  ・特殊な介護方法等が必要となるため、本人だけでは医療従事者に介護方法等

が説明できない。 

  ・発語が困難であることや知的障害により、説明できない者に限らない。 

 

（具体的な支援内容） 

病院等に入院又は入所中には、健康保険法の規定による療養の給付や介護保険法の

規定による介護給付等が行われることを踏まえ、利用者が病院等の職員と意思疎通を

図るうえで必要な支援等を基本とする。 

・利用者が病院等の職員と意思疎通を図るうえで必要な支援 

・利用者ごとに異なる特殊な介護方法（例：体位交換）について、医療従事者など

に的確に伝達し、病院等での適切な対応につなげる。 

・意思疎通支援の一環として、例えば、適切な体位交換の方法を病院等の職員に伝

えるため、ヘルパーが病院等の職員と一緒に直接支援を行うことも想定される。 

 ・強い不安や恐怖等による混乱（パニック）を防ぐための本人に合った環境や生活

習慣を医療従事者に伝達し、病室等の環境調整や対応の改善につなげる。 

 

（５）サービス提供に当たっての留意点 

    国の留意事項通知において、病院等に入院又は入所中の利用者に対する重度訪問

介護の提供に当たっては、病院等との連携のもとに行うことが報酬算定上の要件と

されており、重度訪問介護により具体的にどのような支援を行うかについて、個々の

利用者の症状等に応じて、病院等で提供される治療等に影響がないように病院等の

職員と十分に調整した上で行う必要があると示されている。そのため、支援に入る重

度訪問介護事業所は、病院等との十分な調整のもと、病院等側から必要として求めら

れた意思疎通の支援等を行い、看護の代替となるような支援については行わないよ

う留意する。 

    また、病院等において重度訪問介護の利用を開始した日から起算して 90 日を超え

て支援を希望される場合については、入院先の病院等の職員が、当該利用者とのコミ

ュニケーションの技術の習得に時間を要し、障害者の状態等によっては、90 日を超

えて支援を要することも考えられることから、区役所等が利用者や重度訪問介護事

業所等から支援状況の聞き取り等を行ったうえで、必要に応じて利用を認めること

とする。 

 



（６）「入院時情報提供書（相談支援事業所・重度訪問介護事業所→入院医療機関） 兼 報

告書」の作成・提出について 

    上記の記載を踏まえ、病院等に入院又は入所中の利用者に対し重度訪問介護を提

供する場合は、本人及び家族に同意を得て、別添「入院時情報提供書（相談支援事業

所・重度訪問介護事業所→入院医療機関） 兼 報告書」（以下、「情報提供書」とい

う。）を作成し、病院等へ情報提供を行うこと。また、病院等と調整を行った内容に

ついても、必要に応じて情報提供書に記載すること。 

    事業所が入院又は入所中の重度訪問介護の提供にかかる請求をする際には、病院

等と調整した内容を記した情報提供書を所管の区役所等に提出すること。なお、一回

の入院期間中に複数の事業所を利用される場合には、複数の事業所が連名で情報提

供書を所管の区役所等に提出しても差し支えない。 

    記載内容について本市から確認を行う場合があるため、作成者・調整担当者の連絡

先には、日中に担当者と連絡が取れる電話番号を記載すること。 

 

（７）報酬算定における留意点 

ア 実績記録票の記載方法 

入院又は入所中にサービス提供を行った場合、実績記録票のサービス提供の

状況の欄に「入院」と記載する。入院又は入所中の利用が連続して 90日を超え

る場合については「入院（長期）」と記載する。 

イ 90 日を超えて支援を行う場合の算定について 

入院又は入所した病院等において利用を開始した日から起算して 90 日を超

えて支援を行う場合は、所定単位数の 100 分の 80 に相当する単位数を算定す

る。 

ウ 入院時支援連携加算について 

入院時支援連携加算については、事業所の職員が病院等を訪問し情報の提供

及び必要な調整を行うことが要件となっていることから、複数の事業所が連名

で情報提供書を作成し、その中の代表者のみが病院を訪問して調整を行ったよ

うな場合については、調整を行った代表者が属する事業所以外の事業所につい

ては要件を満たさないため、留意すること。 

 


